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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 令和３年度 令和２年度 伸び率 

予算総額 ２８２,７４３,４８８千円 １７８,９７５,３２３千円 ５８．０％ 

一般会計構成比        １３．３ ％         ９.１ ％ － 

 

  【埼玉県国民健康保険事業特別会計】 

予算総額 ６０９,４４０,４９８千円 ６０４,５１１,３０１千円 ０．８％ 

 

 
 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 感染症対策の強化 

  Ｐ １  新規 新型コロナウイルス感染症対策【感染症対策課】      ９９,７００,３７１ 

  Ｐ ２  新規 新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備【感染症対策課】 ３３５,０４４ 

 

 ２ きめ細かな少子化対策の推進 

  Ｐ ３  一部新規 不妊治療費助成の充実【健康長寿課】           ２,６８０,２８８ 

 

 ３ 生涯を通じた健康の確保 

  Ｐ ４         健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進【健康長寿課】    ３０５,８１１ 

  Ｐ ５     がん対策の推進【疾病対策課】               ２８４,０８４ 

  Ｐ ６  一部新規  自殺対策の推進【疾病対策課】               ２５０,４２３ 

 

 ４ 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり 

  Ｐ ７  一部新規  在宅医療提供体制の整備推進【医療整備課】          ３８,７２７ 

  Ｐ ８     訪問看護体制の充実【医療人材課】              ２６,３１８ 

  Ｐ ９     地域在宅歯科医療体制の推進【健康長寿課】         １２６,１７２ 

 

 ５ 地域医療体制の充実 

  Ｐ１０  新規  サスティナブルな病院等の経営支援【保健医療政策課】      ７０,４０６ 

 

 ６ 医師・看護師確保対策の推進 

  Ｐ１１        医師確保対策の推進【医療人材課】             ８６８,２３６ 

  Ｐ１２    看護職員確保対策の推進【医療人材課】          １,０５１,４２４ 

 

 

 



 －総括２－ 

 ７ 食の安全・安心の確保 

  Ｐ１３        食の安全・安心の確保【食品安全課】             ８４,００６ 

 

 ８ 危機管理・防災体制の強化 

  Ｐ１４  一部新規 災害医療体制の強化【医療整備課】               ４５,５８８ 

  Ｐ１５  一部新規 在宅難病患者一時入院体制の整備【疾病対策課】         ９,１０４ 

  Ｐ１６     災害時に活動できる薬剤師災害リーダーの養成【薬務課】      ２,７２４ 

 

 ９ 人と動物が共生する社会づくりの推進 

  Ｐ１７      犬猫の殺処分数削減の推進【生活衛生課】            １０,０２３ 

 

 10 国民健康保険事業の運営等 

  Ｐ１８      市町村国民健康保険事業への支援【国保医療課】     ５２,７４２,０９３ 

  Ｐ１９    後期高齢者医療制度への支援【国保医療課】       ７７,０８６,９７９ 

 

 



                                  新  規 
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新型コロナウイルス感染症対策 

 

担当 感染症対策課 感染症・新型インフルエンザ対策担当 

内線 ７５０３ 

 

１ 目  的 

  新型コロナウイルス感染症への県民の不安を解消するとともに、感染動向に応じ

た対策を適時適切に実施する。          

 

２ 予算総額     ９９，７００，３７１千円 

 

３ 事業概要 

（１）検査・医療提供体制の強化           ８７，９０１，３４１千円  

   行政検査を着実に実施するとともに、感染動向に応じ病床を確保するため医療 

  機関へ各種補助などを行う。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

（２）クラスター対策の推進                ７９，５６５千円 

   感染症対策の専門家で構成されたチームを、感染者の発生した福祉施設等へ派 

  遣し、クラスターに対処する。 

 

（３）軽症者等の療養体制の確保          １０，３２１，４６２千円  

   宿泊療養施設の確保と運営、自宅で療養される方への配食サービスの提供や健 

  康観察に利用する機器の配布などを行う。 

 

（４）感染者フォローアップ体制の強化          ２１４，８８５千円  

   業務過多となっている保健所へ看護師を増員し、自宅療養者の健康観察や県民 

  からの相談対応などを行う。 

 

（５）県民相談の実施                １，１８３，１１８千円  

   受診相談センターや県民サポートセンターにおいて県民からの相談に対応す   

るとともに、ＬＩＮＥを利用したお知らせシステムを運用する。  

  

◆  医療従事者手当支援          看護職員→医療従事者へ対象を拡大 

◆  入院医療機関への協力金      重症患者の単価３倍など 

◆  施設整備補助                陰圧化や個室化の施設整備を支援 

◆  医療従事者派遣体制の確保   重点医療機関への派遣単価を２倍 

◆  外国人患者受入れ支援        多言語対応等に必要な経費を支援 

 

新規・拡充事業 
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新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備 

 

          担当 感染症対策課 感染症・新型インフルエンザ対策担当 

          内線 ７３３０  

    

１ 目  的 

 新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの予防接種について、迅速に県民、医療

従事者への接種を行う体制を整備するため、県の役割とされている専門相談窓口を

設置するほか、医療従事者等優先接種に係る医療機関への支援等を行う。 

 

２ 予算総額     ３３５，０４４千円 

 

３ 事業概要 

（１）専門相談窓口の設置                 ２７５，７８３千円 

 医師・看護師が対応できる相談窓口を設置し、市町村で対応が困難な専門的な

相談に対応 

（２）医療従事者等優先接種のサポート            ９，７１６千円 

 接種予約のための予約サイトを接種病院に提供 

（３）医療機関・市町村への支援               ４９，５４５千円 

ア ワクチン接種に関する医療機関・市町村向け説明会の開催 

イ ワクチン接種促進・専門相談窓口の普及啓発等 

予約サイト 

医療 

従事者等 

医療従事者等への 

優先接種を 

実施する病院 
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不妊治療費助成の充実 

 

                      担当 健康長寿課 母子保健担当 

                      内線 ３５６１ 

１ 目  的 

 晩婚化が進展している中で、不妊の問題は一層深刻となっている。そこで、少子

化対策の一環として子供を望む夫婦の不妊検査・不育症検査に対して助成を行い、

早期の治療につなげる。特定不妊治療に対し助成を行うとともに、早期の不妊治療

を促すための上乗せ助成を実施する。 

２ 予算総額     ２，６８０，２８８千円 

３ 事業概要 

（１）特定不妊治療への助成（一部新規）       ２，５３２，０７０千円 

 体外受精・顕微授精及び男性不妊治療に要する費用の一部を助成 

・助成額   １５万円／回（初回３０万円／回） ⇒ ３０万円／回 

・助成回数  生涯で通算６回まで ⇒ 子ども１人当たり６回まで 

・助成要件  所得７３０万円未満(夫婦合算) ⇒ 所得制限撤廃 

 法律上の夫婦に限る ⇒ 事実婚の夫婦も対象 

（２）不妊に係る支援（県独自事業）           １３２，７９０千円 

ア 早期不妊検査費助成 

 早期の治療につなげるため、夫婦揃って受けた不妊検査の費用に対し助成

（上限２万円） 

イ 早期不妊治療費助成 

 妻年齢３５歳未満の夫婦を対象に、初回の特定不妊治療費助成に上乗せ助成

（上限１０万円） 

（３）不育症に係る支援（一部県独自事業）（一部新規）   １５，４２８千円 

 不育症検査のうち、先進医療に係る費用に対し助成（上限５万円） 

 県独自に、先進医療以外の不育症検査費用に対して助成（上限２万円） 
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健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進 
 

担当 健康長寿課 健康長寿担当、健康増進・食育担当 

内線 ３５７８、３５８６ 

 

１ 目  的 

  誰もが、毎日を健康で生き生きと暮らすことができるようにするため、「健康長

寿埼玉プロジェクト」を推進し、健康寿命の延伸と医療費の抑制を目指す。 
 

２ 予算総額     ３０５，８１１千円 
 

３ 事業概要 

（１）市町村の健康づくり事業への支援            ３，１７１千円  

   健康づくり事業を実施する市町村に対するノウハウの提供や市町村担当者の

情報交換会の開催などの支援を行う。 

 

（２）健康長寿サポーターの養成               ６，５８９千円  

   健康長寿の取組を県内に広めるため、市町村にサポーター養成費用を補助する

とともに、企業等を対象とした養成講習を行い、サポーターの拡大を図る。 

 

（３）埼玉県コバトン健康マイレージの実施        ２３９，０７９千円  

   ウオーキングや運動教室の利用などによりポイントを貯め、抽選により賞品が

当たる「埼玉県コバトン健康マイレージ」を運用する。ポイント付与機能を活用

して企業との連携を強化し、参加者の拡大を図る。 
 

（４）健康経営実践企業の支援                ３，７２１千円  

   従業員等の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する健康経営に取り

組む企業・団体を認定する。 
  

（５）受動喫煙防止対策の推進               ５３，２５１千円 

   健康増進法及び埼玉県受動喫煙防止条例の順守に向けた普及啓発、認証制度の

推進など、受動喫煙防止対策を推進する。 

 
埼玉県コバトン健康マイレージ事業

コバトン健康マイレージ

ポイントウオーキング

健康メニュー

運動教室

水泳教室

⚫ウオーキングの歩数

⚫運動教室や水泳教室の利用など

ポイント付与

抽選で県産農産品などの賞品
参
加
者
拡
大

企
業
と
の
連
携
促
進簡略化された参加手続

プッシュ通知で
新鮮な情報提供
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がん対策の推進 

 

    担当 疾病対策課 がん対策担当 

                        内線 ３５９９ 

 

１ 目  的 

  がん検診の受診促進、がん検診精度の向上により、がんの早期発見・早期治療に

繋げる。 

  また、がん医療提供体制の充実を図るほか、若年がん患者への支援、がんの実態

把握・分析のためのがん登録を行うなど、がん対策を総合的に実施する。 

 

２ 予算総額     ２８４，０８４千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん対策の推進                    ９３，４９９千円 

  ア 職場のがん検診受診率向上を図るため４０歳代の受診者の増加数に応じて

補助金を事業所に交付する。 

  イ 働くがん患者の幅広い悩みにワンストップで対応する相談を実施する。 

  ウ がん検診の受診を勧める「がん検診受診推進サポーター」及び「県民サポー

ター」を養成するとともに市町村がん検診の精度向上を支援する。 

  エ 小・中・高校生を対象としたがん教育出前講座を開催する。 

  オ ピアサポーター（がん体験者）の養成研修と派遣相談を実施する。 

 

（２）がん医療提供体制の充実・強化           １６８，９８４千円 

  ア がん診療連携拠点病院が実施する、がん医療に従事する医師等に対する研修

や相談支援センターでの相談事業等に対して補助を行う。 

  イ 在宅における緩和ケアの充実を図るため、在宅医療従事者にも対象を広げた

緩和ケア研修を開催する。 

 

（３）小児・ＡＹＡ世代の若年がん患者への支援       １６，０１４千円 

   ※ＡＹＡ世代とは、「Adolescent and Young Adult」の頭文字で、思春期世代と若年 

    成人世代の１５歳から３９歳までの若い年代を指す言葉 

ア 卵子や精子の採取凍結など妊娠するために必要な能力を保持する妊孕性温

存治療への助成を行う。  

  イ 小児がん治療施設を結んだＴＶ会議システムを運用する。 

 

（４）がん登録の実施                    ５，５８７千円 

   がんの実態を把握・分析するため、国内統一基準で全ての病院等の協力により、 

  がん登録を推進する。 



                                  一部新規 
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自殺対策の推進 

 

  担当 疾病対策課 精神保健担当 

  内線 ３５６５ 

 

１ 目  的 

県、市町村、民間団体が連携して事業を実施することにより、埼玉県の総合的な自殺

対策力の強化・充実を推進し、自殺を抑制する。 

また、市町村や民間団体が関係機関と連携・協力して、地域の問題に主体的に取り組

み解決する能力の向上を支援する。 

 

２ 予算総額     ２５０，４２３千円 

 

３ 事業概要 

（１）「こころの健康相談統一ダイヤル」の実施          ４５，８７６千円  

 「こころの健康相談統一ダイヤル（０５７０
お こ な お う

－０６４
まもろうよ

－５５６
こ こ ろ

）」を年中無休・ 

２４時間体制で実施 

 

（２）ＳＮＳ自殺予防相談の通年化（新規）           ２７，６６９千円  

若者や女性に日常的なコミュニケーション手段として定着しているＳＮＳ相談を

年間を通じて開設 

  ア 相談者の利便性を考慮し、曜日を固定して相談を受付 

  イ 相談者が思い悩むことの多い深夜・早朝帯に対応 

  ウ 深刻な相談への緊急対応、適切なアドバイス、求める支援へのつなぎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）「暮らしとこころの総合相談会」の実施          １２，０８６千円  

弁護士等による多重債務や失業等の経済・生活の悩みに対する相談と精神保健福

祉士等によるこころの悩みに対する相談がワンストップでできる「暮らしとこころ

の総合相談会」を毎週実施 

 

（４）市町村や民間団体と協力・連携した自殺対策の取組等   １６４，７９２千円 

  ・若年層、ハイリスク地向け自殺対策、普及啓発事業等 

  ・市町村自殺対策事業費補助 

相談員 

相談者 

相談者 
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在宅医療提供体制の整備推進 

 

  担当 医療整備課 在宅医療推進担当 

  内線 ３５４５ 

 

１ 目  的 

 かつてないスピードで進む高齢化に伴う医療・介護ニーズの増大を見据え、人

生の最期まで住み慣れた自宅で療養できるよう、在宅医療提供体制の整備を推進

する。 

  

２ 予算総額     ３８，７２７千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療を担う医師の育成                ５，８５９千円 

    ・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し 

  

（２）在宅緩和ケアの推進                     １０，４５１千円 

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療

機関や介護事業所との連携体制の構築 

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催 

 

（３）在宅医療連携拠点の機能強化                ３，７２１千円 

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等 

 

（４）県医師会に協力してアドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）※を普及  

                              １８，６９６千円 

  ・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及 

  ・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を 

   尊重した医療やケアを提供できる人材を育成     

  ・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち 

   上げ（新規） 

 

  

 

 

 

 

 

※もしもの時のために自分が望む医療やケアについて前もって考え、家族やかかりつけ医など

と繰り返し話し合い、共有する取組 
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訪問看護体制の充実 

 

担当 医療人材課 看護・医療人材担当 

内線 ３５３２ 

 

１ 目  的 

  在宅医療の推進のため、訪問看護師の確保・育成や訪問看護ステーション管理

者の支援、介護施設で働く看護師の研修体制の充実を図る。 

 

２ 予算総額     ２６，３１８千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療を担う幅広い分野の看護師確保・育成事業  １４，９１８千円 

  ア 訪問看護師の確保・育成 

    「新卒者等訪問看護師育成プログラム」を活用した合同研修の開催や新任 

   訪問看護師のＯＪＴ強化への支援、診療報酬請求に関する研修を実施する。 

    高校生や潜在看護師、病院看護師を対象とした現場体験実習を実施する。 

  イ 介護施設の看護師の育成 

    介護施設で必要な専門知識（摂食・嚥下障害看護など）を持つ認定看護師

を現場に派遣し、介護施設で働く看護師の看護技術向上を図る。 

 

（２）２０２５年に向けた訪問看護推進事業費         ６，０４９千円 

  ア 訪問看護ステーションの人材育成支援 

訪問看護ステーションの実務に関する総合相談窓口や管理者の相談窓口を

設置し、訪問看護職員と訪問看護ステーションの管理者の人材育成を図る。 

  イ 訪問看護推進検討委員会の運営 

    質の高い訪問看護サービスの提供に寄与するため、関係団体や有識者によ

る検討委員会を開催し、本県の訪問看護に関する推進方策の検討を行う。 

 

（３）埼玉県訪問看護教育ステーション事業費        ５，３５１千円 

   人材育成の経験豊富な訪問看護ステーションが、在宅医療連携拠点と連携し

地域内の訪問看護師の人材育成を支援する。 
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地域在宅歯科医療体制の推進 

 

   担当 健康長寿課 総務・歯科担当 

   内線 ３５８１ 

                     

１ 目  的 

 地域在宅歯科医療推進拠点が、県民等からの相談に応じ、必要な在宅歯科診療

を提供するための調整を行う。歯と口腔の健康状態を改善することで、在宅患者

等の生活の質の向上を図る。 

 

２ 予 算 額     １２６，１７２千円 

 

３ 事業概要 

（１）切れ目ない歯科医療を提供するための入院患者等の口腔内状況の評価 

（２）歯科衛生士による相談対応や受診調整、在宅歯科医療機器の貸出 

（３）歯科医師等が医科疾患の理解を深める研修会の実施 

（４）歯科衛生士の復職支援相談会や研修会の実施 

 

 

 

 

 

地域在宅歯科医療推進拠点 

【歯科衛生士】 

・入院患者の口腔内状況の把握 
・患者等からの相談・受診調整 
・歯科診療所との連絡・調整 

歯科 

診療所 

受
診
調
整 

研
修 

ケアマネジャー 

地域包括支援センター 

患者本人・家族 

病 院 

かかりつけ医 

福祉施設 

訪問歯科診療 

➢ 入院患者の口腔内アセスメントにより医科治療の効果が
高まるほか合併症を予防 

→入院期間の短縮に寄与 

➢ 口腔内アセスメントは診療報酬外のため当該事業で対応 

➢ 退院後の訪問歯科診療につなげる 

ケースカンファレンス 
（退院時含む） 

歯
科
医
療
相
談
・
地
域
ケ
ア
会
議
へ
の
参
画 

病院連携・口腔アセスメ
ントの実施 



                                  新  規 

- 10 - 

サスティナブルな病院等の経営支援 

 

                    担当 保健医療政策課 企画・構想担当 

                                       内線 ３５２６ 

 

１ 目  的 

  ＤＰＣデータ等のデータ分析手法等を学ぶ研修会の開催や、病院経営マイスター

の派遣及び新たな経営モデルの作成・普及を通じて、新型コロナウイルス感染症の

影響による経営環境の変化に対応できるよう医療機関を支援する。 

 

２ 予算総額     ７０，４０６千円 

 

３ 事業概要 

（１）研修会の開催                     ９，１４２千円  

   ＤＰＣデータ等のデータ分析手法等を学ぶための病院向け研修会を、二次保健

医療圏単位で１０回開催し、病院を支える職員一人一人の能力向上を図る。 

 

（２）病院経営マイスターの派遣              ２０，５７２千円  

   地域の中核病院（２病院）に病院経営マイスターを派遣し、収益回復や人材育

成など課題に応じた支援を行うことにより経営を安定させ、地域医療を守る。 

 

（３）新たな経営モデルの作成               ４０，６９２千円  

   介護施設との連携等により増収を図る新たな経営モデルを作成し、広く普及す

ることにより、医療機関の新たな経営の方向性を提示する。 
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医師確保対策の推進 

 

担当 医療人材課 医師確保対策担当 

                                        外線 ０４８－６０１－４６００ 

 

１ 目  的 

  医師の不足及び医師の偏在を解消するため、引き続き医学生に奨学金を貸与す

ること等により医師の確保を図るとともに、後期研修医の県内医療機関への誘

導・定着を推進する。 

 

２ 予算総額     ８６８，２３６千円  

 

３ 事業概要 

（１）埼玉県総合医局機構の推進             ８３，９８６千円  

  臨床研修医の県内医療機関への誘導、若手医師が安心して地域医療に従事で

きるキャリア形成支援、地域医療教育センターの運営など、埼玉県総合医局機

構において一元的・総合的な医師確保対策を実施する。 

 

（２）医学生・研修医の誘導・定着促進         ７２５，０２６千円  

   医学生や研修医に奨学金や研修資金を貸与することにより、医師が不足して 

  いる診療科や医師不足地域（特定地域）への医師の誘導・定着を促進する。 

 

（３）医師にとって魅力ある埼玉ブランドの構築       ９，５３５千円  

  最先端の知識・技術を習得するための海外留学支援や、外部機関による臨床

研修プログラム評価制度の県内臨床研修病院への導入促進により、研修医等の

若手医師にとって魅力的な「埼玉ブランド」を構築し、医師の確保・定着と質

の高い医師の育成を図る。 

 

（４）後期研修医獲得定着事業              ４９，６８９千円 

   県外大学病院からの指導医及び専門医のチーム派遣、民間主催の合同説明会

への参加、臨床研修医向け後期研修スタートアップセミナーの開催により、後

期研修医を県外から獲得し、県内への定着を図る。 

 

［大規模臨床研修医向け合同説明会］ 

（令和元年度） 
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看護職員確保対策の推進 

 

担当 医療人材課 看護・医療人材担当 

内線 ３５４３ 

 

１ 目  的 

  急速な高齢化による医療ニーズの増大が見込まれており、看護職員の更なる確 

 保を図るため、看護職員の養成、復職支援、離職防止・職場定着を促進する。 

 

２ 予算総額     １，０５１，４２４千円 

 

３ 事業概要 

（１）看護職員の養成                  ６５２，１３２千円 

   看護職員を新たに育成するため、看護師等養成所の運営に必要な経費の一部 

  を補助するとともに、看護学生の実習受入れを拡充する施設を対象に実習指導 

  者の養成などを支援する。 

 

（２）潜在看護職員の復職支援              ３４，９３９千円 

  ア ナースセンターにおいて、資格を持ちながら就業していない方を対象に、 

   無料の職業紹介を実施するとともに、離職時の届出制度を活用した情報提供・ 

   相談体制を強化する。 

  イ 離職している方の技術的な不安を解消し復職を支援するため、県内各地の 

   病院など医療現場での講習会や個人の希望や経験に応じた採血などの基礎技 

   術に特化した講習会を実施する。 

 

 

 

 

 

 

                                  

 

 

（３）離職防止・職場定着の促進            ３６４，３５３千円 

  ア 子どもを持つ看護職員等の離職防止と復職を支援するため、病院内保育所 

   を運営する医療機関に対して、その運営に必要な経費の一部を補助する。 

  イ 新人看護職員の早期離職の防止、職場定着及び看護の質を向上させるため、 

   看護実践能力の修得を図る新人看護職員研修の実施を支援する。 

 

 

 

 未就業 

離職 

無料の職業紹介 

復職に向けた研修 

情報提供・相談 

 

届出 復職 

ナースセンター 
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食の安全・安心の確保 

 

 担当 食品安全課 食品保健・監視担当 内線３６１１ 

総務・安全推進担当 内線３４２２ 

 

１ 目  的 

  食品営業施設の衛生管理や食品の表示等に対する監視指導や食品の抜き取り検 

 査を行うことにより、生産から消費にわたる食の安全・安心を確保する。  

   生産者・食品等事業者・消費者によるリスクコミュニケーションを行い、食の 

 安全・安心に関する正しい知識を身に付け、自ら適切な判断ができるようにする。 

 

２ 予算総額     ８４，００６千円 

 

３ 事業概要 

（１）食中毒予防対策・原因究明費             ８，６３４千円  

   食中毒の原因究明、事件の処理及び予防啓発を行う。 

 

（２）食肉衛生検査センター運営費            ４５，５５５千円  

   安全で安心な食肉・食鳥肉を提供するための検査を行う。 

 

（３）彩の国食の安全・安心確保対策事業         ２２，６１７千円  

   食の安全・安心確保のため、監視・検査を充実するとともに、ＨＡＣＣＰに 

  沿った衛生管理の運用や導入の支援を行い、事業者による自主衛生管理を推進 

  する。また、食の安全に関して学ぶ機会を設け、食の安全とリスクを判断でき 

  る人材を育成する。 

 

（４）食品残留農薬調査事業                ７，２００千円  

   食品の残留農薬等の試験法開発を行う。 

 

 

 

食品工場での監視指導 子育て世代を対象とした講習会 
（食の安心サロン）の様子 



                                  一部新規 
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災害医療体制の強化 

 

                    担当 医療整備課 地域医療対策担当 

                                        内線 ３６４３・３６４２     

 

１ 目  的 

  近年、全国各地で大規模な災害が発生する中、本県も令和元年東日本台風に見舞 

 われた。災害時に県民の命を守るため、新たな災害医療拠点の整備やその拠点を担 

 う人材育成等に取り組み、本県の災害医療体制の更なる強化を図る。 

 

２ 予算総額     ４５,５８８千円 

 

３ 事業概要 

（１）災害拠点病院の整備及び埼玉ＤＭＡＴの編成等      １９,８６７千円 

   災害時における地域の患者受入の拠点となる災害拠点病院の整備や、拠点病院 

  に所属し県内外で活動する埼玉ＤＭＡＴの編成など、災害医療体制を構築する。 

 

（２）災害時連携病院及び地域ＤＭＡＴの整備（新規）     １５,２４５千円  

   災害時に発生する多数の患者の受入れを円滑にするため、災害拠点病院と連携 

  し、中等症患者や容態の安定した重症患者等を受け入れる災害時連携病院を整備 

  する。併せて、連携病院に所属し県内で活動する地域ＤＭＡＴを養成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）インストラクター等資格を持つＤＭＡＴ隊員の養成（新規）５,０３０千円 

   ＤＭＡＴ隊員養成研修の企画や指導などを担うインストラクター等を養成する。 

 

（４）地域の関係機関による連携訓練の実施（新規）      ５,４４６千円 

   主に二次保健医療圏単位で、保健所や市町村、医療関係者などによる具体的な 

  災害を想定した机上訓練などを実施する。 

 

 ※ ＤＭＡＴとは 

   Disaster Medical Assistance Teamの略。大規模災害等の発生時に、被災地に 

  迅速に駆けつけ救急治療を行う災害派遣医療チーム 



                                  一部新規 
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在宅難病患者一時入院体制の整備 

 

    担当 疾病対策課 指定難病対策担当 

                                          内線 ３４９６     

 

１ 目  的 

  近年、人工呼吸器を使用している在宅難病患者の療養生活を脅かす風水害が頻発 

 している。 

  浸水や停電の危機が発生してから緊急搬送する事態が生じないよう、事前に避難 

 目的で入院できる仕組みを導入し、患者・ケアラーの安心・安全を確保する。 

 

２ 予算総額     ９，１０４千円 

 

３ 事業概要 

（１）風水害等に備えた事前避難の仕組みの導入（新規）     ６，９３８千円 

 自宅で人工呼吸器を使用している難病患者の一時入院について、風水害などに

より２４時間電源確保が困難となる場合に備え、レスパイト目的に加え、避難目

的で事前に医療機関に入院できる仕組みを新たに導入する。 

 

（２）利用要件の緩和                    ２，１６６千円 

   ケアラーが新型コロナウイルス感染症に罹患した場合等にも対応できるよう

にするため、利用回数上限の引き上げや申請手続きの簡素化など利用要件を緩和

する。 

 

 

  台風の接近など災害が予見される際、事前に避難入院することで、人工呼吸器

を使用している在宅難病患者とそのケアラーの安心・安全を確保 

 

 

 

 

 

 

自宅 
病院 

台風接近前に避難 電源 
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災害時に活動できる薬剤師災害リーダーの養成 

 

担当 薬務課 総務・温泉・薬事相談担当 

内線 ３６２５ 

 

１ 目  的 

 埼玉県災害時医療救護基本計画（令和２年３月策定）に規定される災害時の医療

救護活動に必要な医薬品等の供給体制を強化するため、埼玉県災害対策本部や医薬

品等の集積場所などで活動できる「薬剤師災害リーダー」を養成する。 

 

２ 予算総額     ２，７２４千円 

 

３ 事業概要 

（１）薬剤師災害リーダーの養成               １，９４０千円  

 埼玉県と災害時の医療救護活動に関する協定を締結している一般社団法人埼

玉県薬剤師会に委託し、災害時に医薬品等の供給リーダーとなる薬剤師に対し

て、必要な知識や実技を習得させるための研修会を開催する。 

 

（２）薬剤師災害リーダーの活用                 ７８４千円  

 災害時に薬剤師災害リーダーが円滑に活動できるよう、フォローアップのため

の講習会を開催する。 

 また、埼玉県災害対策本部が設置された場合に速やかに災害対策本部に参集し

て医薬品等の供給調整に従事してもらうため、薬剤師災害リーダーの中から埼玉

県薬剤師災害リーダーを委嘱する。 

 

【薬剤師災害リーダーと埼玉県薬剤師災害リーダーの役割】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県災害対策本部 

（保健医療調整本部） 
 

・ 医薬品等の供給調整 
 

 例）供給要請に基づいた 

    優先順位の決定、 

      数量の調整、 

      代替薬の提案 

          など 
 

・ 薬剤師チームの派遣調整 

   等に係る助言及び支援 

医薬品等集積場所 

（防災基地等） 
 

・代替薬提案への対応 

・医薬品等の仕分け 

・医薬品等の保管管理 

埼玉県薬剤師災害リーダー 

医薬品等の供給要請 

供給指示 供給 

薬剤師災害リーダー 

被災地 

（医療救護所等） 
 

・医薬品等の 

 ニーズの把握 
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犬猫の殺処分数削減の推進 

 

                    担当 生活衛生課 総務・動物指導担当 

                    内線 ３６１７ 

１ 目  的 

野良猫の繁殖抑制を促進し殺処分の多くを占める野良猫の子猫の収容数を削減

するとともに、収容された犬猫の譲渡拡大を図り、殺処分数の削減を目指す。 

 

２ 予算総額     １０，０２３千円 

 

３ 事業概要 

（１）地域猫活動推進事業費                ２，５５０千円 

   動物愛護団体や自治会等と連携してモデル地区で地域猫活動に取り組む市町 

  村への助成及び地域猫活動の啓発 

 

（２）飼い主のいない猫の不妊・去勢手術活動推進事業費   ３，２００千円 

   飼い主のいない猫（いわゆる野良猫）の不妊・去勢手術費用を補助する制度   

を導入する市町村への助成 

 

（３）彩の国動物愛護推進員活動補助事業費         ２，６００千円 

   彩の国動物愛護推進員が行う「野良猫の不妊・去勢手術活動」を支援 

 

（４）譲渡拡大事業費                   １，６７３千円 

   譲渡ボランティア等の支援、県主催の譲渡会開催、子猫のミルクボランティ     

  ア制度実施、犬猫譲渡制度の広報強化 

 

 ※ イオンリテール株式会社と株式会社ダイエーの電子マネー 

   「彩の国ハッピーアニマルＷＡＯＮ」カードからの寄附 

   （利用額の０.１％）を活用 
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市町村国民健康保険事業への支援 

 

担当 国保医療課 国保企画担当  内線 ３３５６ 

国保財政担当  内線 ３４２７ 

１ 目  的 

  市町村国民健康保険事業の運営の健全化を図るため、必要な財政支援を行う。 

 

２ 予算総額     ５２，７４２，０９３千円 

 

３ 事業概要 

（１）国民健康保険財政調整繰出金          ３２，７６３，８０４千円  

   市町村間における被保険者数や所得水準等による国民健康保険財政の不均衡

を調整するとともに、国民健康保険事業の健全な運営を推進する事業等※に対

して交付する。（保険給付費等の９％、県 10/10） 

 ※主な対象事業 

医療費適正化対策 特定健診・健康づくり 保険税徴収対策 その他 

･生活習慣病重症化予防対策 ･ﾍﾙｽｹｱﾎﾟｲﾝﾄ取組 

(ｺﾊﾞﾄﾝ健康ﾏｲﾚｰｼﾞ事業等) 

･診療情報提供事業 

･徴収対策経費 

･適正賦課対策 

･認知症検診事業 

等 

 

（２）国民健康保険基盤安定事業負担金       １４，１２１，３５９千円   

  ア 低所得者の保険税を軽減するため、その経費の一部を負担する。 

（保険税軽減分 県 3/4、市町村 1/4） 

  イ 軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一部を負担する。 

    （保険者支援分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

 

（３）高額医療費負担金繰出金           ４，９９３，５８４千円 

 高額医療費の発生による市町村国保財政への影響を緩和するため、レセプト

１件当たり８０万円超部分の医療費の一部を負担する。 

 （国 1/4、県 1/4、市町村 1/2） 

 

（４）特定健康診査等実施事業費負担金繰出金      ８６３，３４６千円 

 生活習慣病の発症を予防し医療費の適正化を図るため、特定健康診査及び特

定保健指導を実施する市町村に対し支援を行う。 

  （国 1/3、県 1/3、市町村 1/3） 
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後期高齢者医療制度への支援 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

               内線 ３３５８                    

 

１ 目  的 

後期高齢者医療制度の運営が健全かつ円滑に行われるように、運営主体の広域

連合や市町村を支援する。 

 

２ 予算総額     ７７，０８６，９７９千円 

 

３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療対策費             ７７，０５６，６６６千円  

広域連合及び市町村に法定負担金を交付して財政支援を行い、後期高齢者医

療制度の健全かつ円滑な運営を図る。 

 

（２）後期高齢者医療財政安定化基金事業費         ３０，３１３千円  

後期高齢者医療制度に財源不足が生じた場合に、資金の貸付・交付を行うた 

め、基金の管理を行う。 
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